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お申込者（以下「甲」といいます）は、株式会社メタップスペイメント
（以下「乙」といいます）に対して、本 Bees R サービス加盟店規約
（以下「本規約」といいます）を承諾のうえ、Bees R サービスの利用
を申し込みます。 

 

第一章 総則 

第１条 （適用） 
この章は、Bees R サービスに含まれる各種サービスの甲による利用
に関し、共通に適用されます。 

第２条 （定義） 
本規約において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める
ところによります。 
(1) 「Bees R サービス」とは、乙が提携会社等と提携して運営する

決済金額の収納代行サービスで、契約内容等に応じ、次の各サー
ビスのいずれか（複数の適用も可能です）から構成されるサービ
スをいいます。なお、各サービスの概要は、第二章以下に定める
ものとします。 

① クレジットカード決済サービス《月額家賃》 
② クレジットカード決済サービス《CAT 端末》 
③ クレジットカード決済サービス《メールでビュン！》 
④ デビットカード決済サービス《CAT 端末》 
⑤ コンビニオンライン決済サービス《メールでビュン！》 
⑥ ペイジー決済サービス《メールでビュン！》 
⑦ 口座振替型決済サービス《集金代行》 
⑧ コンビニ郵送型決済サービス《集金代行》 

(2) 「提携会社」とは、乙が Bees R サービスを提供、運営するため
に提携するクレジットカード会社、コンビニエンスストア、資金
移動業者、金融機関等をいいます。 

(3) 「賃貸借契約」とは、甲が賃貸人等として直接締結する、又は賃
貸人等の委託に基づき管理する不動産賃貸借契約をいいます。 

(4) 「賃借人」とは、賃貸借契約における賃借人をいいます。 
(5) 「対象債権」とは、賃貸借契約に基づく甲の賃料債権等甲の賃借

人に対する請求権であって、甲が Bees R サービスを利用した
乙による回収を依頼するものをいいます。 

(6) 「決済金額」とは、対象債権のうち、Bees R サービスを利用し
た乙による収納代行に係る金額をいいます。 

(7) 「収納金額」とは、Bees R サービスを通じて、乙が甲に代わっ
て代行収納した決済金額相当額又は、甲の決済金額相当額のカ
ード会社に対する請求権のうち乙が譲り受けた金額をいいます。 

第３条 （契約の成立） 
1. 甲は、Bees R サービスの利用を希望する場合、乙に申込書その他

乙所定の必要書類を提出します。 
2. 乙及び提携会社は、必要書類受領後、審査を行います。乙及び提携

会社が審査承認した場合、当該審査承認日において、甲乙間に
Bees R サービスの利用に係る契約（以下「サービス契約」といい
ます）が成立します。 

3. 前項の審査の結果が不承認である場合、乙は、甲に対してその旨
を通知します。但し、乙及び提携会社は不承認の理由を開示する
義務を負わず、また、甲から受領した申込書その他書類は返却し
ません。 

第４条 （Bees R サービスの利用） 
甲は、サービス契約に基づき、決済金額の回収を目的として、Bees R
サービスのうち甲が申込書において選択し、乙が承認したサービスを
利用し、乙は、甲に対し当該サービスを提供します。 

第５条 （事前準備、遵守事項等） 
1. 甲は、Bees R サービス利用のため甲において備えるべき一切の設

備及び環境等を、法令並びに乙及び提携会社の指示に従い、甲の
責任と費用で調達し運営します。 

2. 甲は、前項により調達した設備及び環境等について、事前に乙に
対し届け出ます。 

3. 前項の届出内容に誤り又は偽り等があり、乙、提携会社又は第三
者に損害が発生した場合は、全て甲が責任を負います。 

4. 甲は、第２項による届出の内容が乙所定の基準に合致しない場合、
乙の指示に従って速やかに修正を行います。 

5. 乙は、第１項及び第４項による乙の指示により、法令の要求する
事項が網羅されることを保証するものではなく、甲は、事業者と
して自らの責任において法令を確認し、遵守しなければならず、
乙の指示に従った又は乙の指示がなかったことにより、法令違反
によるサービス契約違反の責を免れません。 

6. 甲は、乙所定の基準に従い、Bees R サービスの利用が可能である
ことを示す商標、サービスマーク等を、甲の店舗、賃借人向けの書
面等に表示するものとし、乙は、その限りにおいて当該マーク等
の使用を甲に対し無償で許諾します。 

第６条 （賃貸借契約等の保証） 
1. 甲は、対象債権について、乙に事前に届出のうえ、許可を得ます。 
2. 甲は、賃貸借契約に関して、次の事項が遵守されていることを保

証します。 
(1) 法令に違反し、又はその恐れのないこと 
(2) 公序良俗に反しないこと 
(3) 賃借人の判断に錯誤を与える恐れのある表示がないこと 
(4) 賃借人に対する重要事項の説明等、賃貸借契約締結にあたり法

令の求める事項を満たしていること 

(5) 賃借人及び第三者の権利を侵害し、又はその恐れのないこと 
(6) 賃借人に対して対象債権を取立てる権限を有していること 
(7) 品質等に瑕疵がないこと 
(8) その他、別途乙が定める事項 
3. 乙は、前項に反する事実がある又は、対象債権を発生させる取引

において賃借人に対する債務不履行があると認める場合、その改
善を甲に申し入れ、Bees R サービスの提供を一時停止するととも
に、収納金額の甲に対する送金を留保することができます。 

4. 乙は、前項の申し入れから 10 日以内に、当該申し入れに係る事項
につき改善がなされない場合は、サービス契約を直ちに解除する
ことができます。この場合、乙は、前項に基づき送金を留保した収
納金額を、賃借人による返金請求がないことを乙及び提携会社が
確認するときまで、乙の判断により、引き続き留保することがで
きます。 

5. 前 2 項に基づく送金の留保について、乙は利息を付しません。 
6. 甲が対象債権を発生させる取引を賃借人とすることにつき、監督

官庁等の許可等を必要とする場合、甲は、Bees R サービスの利用
開始に先立ち、当該許可等を証明する書類を乙に提出します。ま
た、Bees R サービスの利用開始後において、法令の改正等に基づ
き新たに監督官庁等の許可等が必要となった場合には、甲は、直
ちに当該許可等を受け、これを証明する書類を乙に提出します。
なお、甲が当該許可等の取消、停止等の処分を受けた場合、直ちに
乙に連絡するとともに、当該取引を中止します。 

第７条 （甲の責務） 
1. 甲は、Bees R サービスの利用にあたり、本規約及び本規約に付随

し乙が定める諸規定及び、提携会社が定める諸規定等（以下「本規
約等」といいます）を遵守するものとします。 

2. 甲は、善良なる管理者の注意をもって Bees R サービスを利用し、
賃借人に対する対象債権の決済以外の目的で利用しません。 

3. 甲は、Bees R サービスを利用した決済を希望する賃借人に対し、
利用方法等を告知し、賃借人が円滑に Bees R サービスを利用で
きるようにします。 

4. 前項の規定にかかわらず、特定の賃借人との決済に対する Bees R
サービスの利用を乙が裁量により忌避できることを、甲は承諾し
ます。 

5. 甲は、乙及び提携会社が Bees R サービスを利用した賃借人との
取引に関する調査等の協力を求めた場合、協力する義務を負い、
乙及び提携会社に対し速やかに調査事項を報告します。乙は、甲
から報告を受けた事項につき、Bees R サービス及び提携会社のシ
ステムの安全対策の目的の範囲で、提携会社への開示を含め自由
に利用することができます。 

6. 甲は、本規約等に違反したことにより、乙又は提携会社に損害を
与えた場合には、乙又は提携会社が被った損害を賠償します。 

7. 甲は、法令により開示を求められた場合、裁判所、警察及び消費者
団体等の公的機関等から開示を求められた場合、及び合理的な理
由に基づき乙が必要と認めた場合には、賃借人の個人情報を当該
公的機関等に開示することについて予め賃借人の同意を得るもの
とします。 

8. 甲は、前項に基づき乙から請求のある場合には、その指示に従い、
情報提供に応じます。 

第８条 （未収納） 
理由の如何を問わず、乙が決済金額を収納していない場合又は、乙が
当該決済金額に係るカード会社への請求権について譲渡を受けてい
ない場合、乙は、甲に対し立替払い等名目の如何を問わず支払義務を
負うものではなく、また、賃借人及び提携会社に対する取立の責任を
負いません。 

第９条 （法令の遵守） 
甲及び乙は、Bees R サービスの利用及び提供に関し、関連する法律、
政令、省令、条例、規則及び命令等を遵守します。 

第１０条 （加盟店手数料） 
1. 甲は、加盟店手数料料金表（以下「別表」といいます）に定める

Bees R サービスの初期登録料、月額基本料、加盟店手数料等（以
下、総称して「加盟店手数料」といいます）を、乙に支払うものと
します。 

2. 個々の決済における手数料は、原則として乙が当該決済に係る処
理を開始したときに発生します。クレジットカード決済において
カード会社の承認が得られなかった場合など、乙の責に帰さない
事由により決済が中止された場合であっても、甲は、当該決済に
係る手数料を支払うものとします。 

  
3. 甲は、別表に定める初期登録料の合計額を、乙の請求に従い、乙の

指定する銀行口座に振込み支払います。なお、支払われた初期登
録料は、原因の如何を問わずサービス契約が終了した場合にも返
還されません。 

4. 乙は、初期登録料を除き、別表に定める締め日までの期間におけ
る加盟店手数料の合計額を算出し、第 11 条第 1 項による収納金
額の通知と併せて通知します。 

5. 甲は、前項により乙から通知された加盟店手数料に異議がある場
合、通知受領後直ちに乙に対しその旨申し出ます。甲からの申出
が乙による通知発信後５日以内に乙に到達しない場合、異議がな
いものとみなし、加盟店手数料は乙による通知のとおり確定しま
す。 
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6. 乙は、初期登録料を除く加盟店手数料を、収納金額から控除する
ことにより、甲による支払に充てることができます。但し、収納金
額が加盟店手数料に満たない場合、甲は加盟店手数料を、乙の請
求に従い、乙の指定する銀行口座に振り込む方法により支払いま
す。 

7. 金融情勢その他諸般の状況の変化等により乙が必要とする場合、
乙は、1 ヶ月前までに乙所定の方法で甲に通知することにより、加
盟店手数料の金額を変更できます。 

第１１条 （収納金額決済の方法） 
1. 乙は、各サービス毎に、別表に定める締め日における収納金額及

び収納金額明細を、甲に通知します。 
2. 甲は、前項により乙から通知された収納金額及び収納金額明細に

異議がある場合、通知受領後直ちに乙に対しその旨申し出ます。
甲からの申出が乙による通知発信後５日以内に乙に到達しない場
合、収納金額及び収納明細に異議がないものとみなし、収納金額
は乙による通知のとおり確定します。 

3. 乙は、収納金額から加盟店手数料並びに別表に定める振込手数料
の総額を控除した残額を、申込書記載の振込口座に送金します。 

4. 乙は、別表に定める各サービス毎の送金日において、前項の送金
を行います。但し、送金日が銀行休業日に該当する場合、翌営業日
までに行います。 

5. 甲は、決済金額を収納後甲への送金までの間乙が収納金額を保持
することに関し、何等利息が生じるものではないことを承諾しま
す。 

6. 申込書記載の振込口座に変更がある場合、甲は乙所定の方法によ
り遅滞なく届け出ます。甲の申込書の記載不備又は乙の定める期
限内に届出がなされなかったことによる送金の遅延に関し乙は何
ら責を負わず、振込口座相違に対する振込手数料及び別表に定め
る組戻手数料は甲の負担とします。 

第１２条 （Bees R サービスを利用した収納金額の返還） 
1. 第 6 条第 3 項、第４項に定めるほか、Bees R サービスを利用し

た甲と賃借人との賃貸借契約が次に定める事由に該当するおそれ
がある場合、乙は、収納金額の甲に対する送金を留保することが
できます。 

(1) 賃貸借契約が無効、取消し又は解除となったとき 
(2) 収納金額に係る甲、賃借人、カード会社間における信用販売又は、

甲、賃借人とのデビットカード取引契約において、クレジットカ
ード又はデビットカード等の不正利用等が認められるとき 

(3) 賃借人が甲、乙又は提携会社に対し決済金額に関する疑義を通
知したとき 

(4) 賃借人との紛争が生じたとき 
(5) 第 35 条に該当するとき 
(6) 本規約等の定めに違反したとき 
(7) 提携会社から乙に対し指示があったとき 
(8) その他、別途乙が通知したとき 
2. 前項に基づく送金の留保については、利息を付しません。 
3. 乙が甲に対して既に送金済みの収納金額に係る甲と賃借人との契

約が第１項に該当する場合、甲は、当該収納金額相当額を乙の請
求に応じて直ちに返還します。 

4. 乙が甲に対する送金を留保している収納金額に係る甲と賃借人と
の契約に関し、契約の解除その他理由の如何を問わず返金の必要
がある場合、乙は、提携会社、賃借人又はその代理人等、当該返金
を受領する権限を有する第三者に対し、甲に代わって返還するこ
とができます。 

5. 前４項の場合であっても、甲は、乙に対する加盟店手数料の支払
いを免れません。 

第１３条 （相殺） 
乙は、加盟店手数料又は前条第 3 項による収納金額相当額等、甲が乙
に支払う債務がある場合、甲に対して何等通知をすることなく、第 11
条により甲に送金する収納金額と相殺することができます。 

第１４条 （賃借人との折衝） 
1. Bees R サービスを利用する決済金額に関して、賃借人に対する一

切の折衝は甲が行うものとし、乙は賃借人に対して請求書・領収
書の発行、入金の督促、及び振替済みの通知等は行いません。 

2. 甲と賃借人との債権債務、契約関係に関する一切の苦情・紛争に
ついては、甲の責任において解決し、乙及び提携会社に対して何
等の迷惑もかけません。 

3. 前項の苦情・紛争により、乙及び提携会社に対して訴訟、その他の
請求がなされた場合、甲は、これにより乙及び提携会社の被る一
切の損失、損害及び費用について補償します。 

第１５条 （機密保持） 
1. 甲及び乙は、サービス契約の履行上相手方から秘密と指定のうえ

開示を受けた技術上、営業上、又はその他の情報（以下、「機密情
報」といいます）については、これを機密として扱い、サービス契
約の有効期間中のみならずサービス契約終了後においても、相手
方の事前の書面による承諾なくして、いかなる第三者に対しても
開示、漏洩せず、サービス契約の定める業務以外の目的に利用し
ません。 

2. 前項の機密情報には、乙より甲に提供する事務連絡票などの情報
等が含まれます。 

3. 甲及び乙は、機密情報を滅失、毀損、漏洩等することのないよう、
保管、管理について必要な措置を講じ、各々、自ら支配が可能な範

囲において当該情報の滅失、毀損、漏洩等に関し責任を負います。 
4. 第１項の定めにかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報

は機密保持義務の対象とはなりません。 
(1) 相手方から取得する以前に既に公知であったもの 
(2) 相手方から取得した後に、自らの責によらず公知となったもの 
(3) 相手方から取得する以前に既に所有していたもの 
(4) 正当な権限を有する第三者から守秘義務を負わずに適法に入手

したもの 
(5) 相手方から取得した機密情報によらず、独自に開発したもの 
5. 甲及び乙は、サービス契約が終了した場合に相手方の指示がある

ときは、その指示内容に従い機密情報を返却又は廃棄し、廃棄し
た場合には相手方の請求に応じその証明書を交付します。 

6. 本条の規定は、契約終了後も 5 年間効力を有します。 
第１６条 （個人情報） 

1. 乙は、甲による Bees R サービスの申し込み及び利用により知り
得た甲に属する個人の個人情報を、別に定める「個人情報取扱規
約」に従い取扱うものとし、甲はこれに同意します。 

2. 乙は、甲による Bees R サービスの利用により知り得た賃借人の
個人情報を、乙所定の個人情報保護方針に係る定めに従い取扱う
ものとします。 

3. 甲は、サービス契約を介して知り得る個人情報を、サービス契約
の履行に必要な範囲内でのみ利用し、他の用途での利用及び、第
三者に対する提供、開示、漏洩等をしてはなりません。 

第１７条 （反社会的勢力の排除） 
1. 甲及び乙は、自己（自己の役員・従業員を含む）が、現在及び将来

において次の各号（以下各号に該当する者を「反社会的勢力」とい
います）のいずれにも該当しないことを表明・保証します。 

(1) 暴力団 
(2) 暴力団員 
(3) 暴力団準構成員 
(4) 暴力団、暴力団員でなくなった時から 5 年を経過しない者 
(5) 暴力団関係企業 
(6) 総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等 
(7) その他前第１号乃至第５号に準ずる団体又は個人 
2. 甲及び乙は、自己（自己の役員・従業員を含む）が、現在及び将来

において前項の反社会的勢力又は反社会的勢力等と密接な交友関
係にある者（以下「反社会的勢力等」といいます）と次の各号のい
ずかに該当する関係を有しないことを表明・保証します。 

(1) 反社会的勢力等によって、その経営を支配される関係 
(2) 反社会的勢力等が、その経営に実質的に関与している関係 
(3) 反社会的勢力等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する

などの関係 
(4) その他反社会的勢力等との社会的に非難されるべき関係 
3. 甲及び乙は、自己（自己の役員・従業員を含む）が次の各号に該当

する行為を一切行わないことを確約します。 
(1) 暴力的な要求行為 
(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 
(3) 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 
(4) 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀

損し、又は相手方の業務を妨害する行為 
(5) 換金を目的とする商品の販売行為 
(6) その他前第１号乃至第５号に準ずる行為 
4. 甲及び乙は、相手方において前各項に反する事情がある場合、又

はその恐れが高い場合には、サービス契約を解約することができ
るものとします。 

第１７条の２ （禁止行為） 
甲は、次の各号に該当する行為を行わないものとします。 
(1) 乙の役員・従業員に対して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用い 

る行為 
(2) 乙の役員・従業員に対する威迫や脅迫、威嚇行為、その他威圧的

な言動などの極めて乱暴な言動 
(3) 乙の役員・従業員に対する侮辱や人格を否定する言動、その他の

暴言 
(4) 第三者になりすまして Bees R サービスを利用する行為 
(5) 名義貸しその他名目の如何を問わず Bees R サービスを第三者

に利用させる行為 
(6) 乙又は第三者（他の利用者を含みます）の著作権、商標権、特許

権等の知的財産権、その他権利を侵害する行為 
(7) 個人情報の不適正な取得又は不適正な利用 
(8) 乙、Bees R サービスの他の利用者、又はその他の第三者に不利

益、損害を与える行為 
(9) その他、乙が不適切と判断する行為 

第１８条 （免責） 
乙は、提携会社の作為もしくは不作為に起因する甲又は賃借人の損害
について一切責任を負いません。 

第１９条 （Bees R サービスの停止） 
1. 乙は、以下の第（1）号に該当する場合は 1 週間前までに甲に通知

することにより、また、以下の第（2）号乃至第（4）号に該当す
る場合には何等通知をすることなく、Bees R サービスの全部又は
一部を停止できます。 

(1) Bees R サービスを運用するための乙及び提携会社のシステム
（第 67 条に定める専用ソフトウェアを含む）を保守・点検する
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とき 
(2) サーバ、ネットワーク機器、回線等の混雑、故障、停止又は停電、

火災その他の事由により Bees R サービスの稼動が困難なとき 
(3) Bees R サービスの利用において、カード等の不正利用の疑い、

又は異常に大量又は高価な取引の申込み等、乙が不審な取引と
判断したとき 

(4) 甲又は賃借人がサービス契約に違反している疑いがあるとき 
2. 乙は、前項に基づく Bees R サービスの中断及び Bees R サービ

スの停止により甲に生じた損害について、一切の責を負いません。 
第２０条 （地位の譲渡の禁止） 
甲は、サービス契約上の地位、サービス契約上の乙に対する債権を第
三者に譲渡、質入等してはなりません。 

第２１条 （保証金） 
1. サービス契約上の甲の一切の債務の履行を担保するため乙が必要

と認める場合、別途定めるところに従い、甲は乙に対し保証金を
差し入れることに同意します。なお、甲は、差し入れた保証金をも
ってサービス契約による債務の履行に代えることはできません。 

2. 乙は、別途定めるところに従い、保証金相当額を第 11 条により送
金すべき収納代金から控除することにより、甲による保証金の差
入に代えることができます。また、一回の送金すべき収納代金が
保証金の額に満たない場合、乙は、保証金の額に達するまで、かか
る控除を継続することができます。 

3. 乙は、甲に事前に何ら通知することなく、いつでも、甲の差し入れ
た保証金をサービス契約上の甲の一切の債務の履行に充てること
ができます。なお、甲が乙に対し保証金により担保される複数の
債務を負う場合、乙は乙の指定する順番で、保証金を各債務の履
行に充てることができます。 

4. 乙は、乙所定の保証金の保有期間経過時において、前項により債
務の履行に充てた残額がある場合、これを乙所定の方法により、
甲に返還します。なお、保証金について利息は付しません。 

5. 甲は、差し入れた保証金の返還請求権を他に譲渡し、又は各種担
保権を設定してはなりません。 

第２２条 （規約の変更） 
1. 乙は、1 ヶ月前までに乙所定の方法で甲に通知することにより、本

規約等の内容を変更できます。 
2. 甲は、前項による本規約等の変更を承諾できない場合、乙所定の

方法によりサービス契約の解約を申し出ることができます。 
3. 乙は、第１項により甲に通知した変更実施日の前日までに、甲か

ら前項の申出がない場合、甲が変更に承諾したものとみなします。 
第２３条 （届出義務） 

1. 甲は、申込書に記載した氏名（法人の場合、商号及び代表者）、住
所、金融機関口座、その他重要な事項に変更があった場合は、乙に
対して直ちにその旨を乙所定の方法で届け出ます。 

2. 前項に定める届出を怠ったため、乙からなされた通知又は送付さ
れた書面等が延着し又は到着しなかった場合は、これらの書面は
通常到着すべきときに到着したものとみなします。 

第２４条 （損害賠償） 
乙の責に帰すべき事由により、サービス契約に関連して、甲に損害が
生じた場合、甲の通常かつ直接の損害に限り、かつ、甲が乙に対して
Bees R サービスの利用に係る対価として支払った金額を限度として、
乙は損害賠償責任を負います。 

第２５条 （契約期間等） 
1. サービス契約の有効期間は、契約成立日から１年間とします。但

し、有効期間満了の３ヶ月前までに甲が乙に対して別段の意思表
示をしない場合は、サービス契約はさらに同一条件にて１年間更
新し、以後も同様とします。 

2. 前項の規定にかかわらず、甲及び乙は、解約希望日の３ヵ月前ま
でに乙所定の書面により通知することにより、解約希望日にサー
ビス契約を中途解約することができます。 

3. 期間満了及び中途解約によりサービス契約が終了した場合におい
ても、期間満了日又は解約希望日までに乙が既に対象債権の決済
のため Bees R サービスの履行に着手している場合、当該 Bees R
サービスによる収納金額の第 11 条に基づく送金が終了するまで、
サービス契約の効力は継続します。 

第２６条 （期限の利益の喪失及び即時解除） 
1. 甲は、甲について次の各号の事由が生じた場合、当然に期限の利

益を失い、その時点において存在する乙に対する全ての債務を直
ちに履行します。 

(1) 本規約等に違反したとき 
(2) 差押、仮差押、仮処分、租税滞納処分の申し立てを受けたとき 
(3) 破産又は民事再生手続、特別清算手続、もしくは会社更生手続等

の開始の申し立てを受けたとき、又は自ら申し立てたとき（任意
整理の通知の発送をしたときを含む） 

(4) 自ら振り出した手形もしくは小切手につき、不渡り処分を受け
る等支払停止状態に陥ったとき 

(5) 清算手続を開始したとき 
(6) 監督官庁から事業停止処分又は事業免許もしくは事業登録の取

消処分を受けたとき 
(7) 解散、事業の停止、資本の減少、事業の譲渡又は合併（自らが存

続会社となる吸収合併を除く）を決議したとき 
(8) 天災地変、事故、刑事訴追、行政処分、訴訟又は紛争等理由を問

わず事業活動に支障をきたしたと認められるとき、もしくは事

業上の信用が著しく低下したと認められたとき 
(9) 乙に対し、営業上の信用を害し又は害するおそれのある行為、乙

に重大な損害を与え又は与えるおそれのある行為もしくはその
他背信行為を行ったと認められるとき 

2. 乙は、甲に前項各号に該当する事実が発生した場合は、直ちにサ
ービス契約の全部又は一部を解除することができます。なお、か
かる解除は、乙の損害賠償請求を妨げるものではありません。 

第２７条 （合意管轄） 
甲及び乙は、サービス契約に基づく紛争を裁判により解決する場合に
は、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を第一審の専属管轄裁判所と
することに合意します。 

第２８条 （存続条項） 
期間満了、中途解約その他終了の原因の如何にかかわらず、次の各規
定は、依然として有効に存続します。 
(1) 第１２条（Bees R サービスを利用した収納金額の返還） 
(2) 第１４条（賃借人との折衝） 
(3) 第１５条（機密保持） 
(4) 第１６条（個人情報） 
(5) 第１８条（免責） 
(6) 第２０条（地位の譲渡の禁止） 
(7) 第２１条（保証金） 
(8) 第２４条（損害賠償） 
(9) 第２７条（合意管轄） 
(10) 第２８条（存続条項） 
(11) 第２９条（その他） 
(12) 第４４条（カード会員の個人情報） 
(13) 第４６条（信用情報機関の利用及び登録及び共同利用の同意） 
(14) 第４７条（加盟店情報の開示、訂正、削除） 
(15) 第４８条（契約終了後の加盟店情報の利用） 

第２９条 （その他） 
本規約に定めのない事項又は本規約の条項の解釈につき疑義が生じ
たときは、甲乙信義に基づき誠実に協議の上決定します。 

 

第二章 クレジットカード決済サービス《月額家賃》 
第一節 総則 
第３０条 （適用） 
この章は、甲がクレジットカード決済サービス《月額家賃》の提供を
受ける場合に適用されます。 

第３１条 （定義） 
次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによります。 
(1) 「クレジットカード決済サービス《月額家賃》」とは、甲、カー

ド会員間の信用販売及び、甲、カード会社間における立替払請求
又は債権譲渡手続きにおいて、乙がカード会社と合意した以下
の業務を代行するサービス及び、甲がカード会社に対し有する
請求権を乙が譲り受けるサービスをいいます。 

① カード会社に対する加盟店の申請 
② カード会社に対する届出 
③ 信用販売の申込みの受付 
④ カード会社からの売上承認の取得 
⑤ カード会社に対する売上請求 
⑥ その他、甲、乙、カード会社間で別途合意した事務 

(2) 「カード会社」とは、提携会社であるクレジットカード会社及び、
当該クレジットカード会社が指定するクレジットカード会社を
いいます。 

(3) 「カード会員」とは、カード会社の会員規約を承認の上入会を申
し込み、当該入会を承認された賃借人をいいます。 

(4) 「信用販売」とは、甲、カード会社間のカード加盟店契約を前提
として、甲、カード会員間で甲が対象債権の弁済をカード会員か
ら直接受けることなく、対象債権の決済を完了させる方法をい
います。 

第３２条 （対象債権） 
甲が、クレジットカード決済サービス《月額家賃》を利用しうる対象
債権は、別表に記載の債権に限ります。 

第３３条 （カード加盟店契約） 
1. 甲は、Bees R サービスを利用するため必要となるカード会社との

契約及び当該契約を変更するための契約（以下「カード加盟店契
約」といいます）の締結を乙に包括的に委任し、当該契約締結のた
めの包括的な代理権を授与します。 

2. 甲は、カード会社の指示を遵守し、甲、カード会員間の信用販売及
び、甲、カード会社間の立替払請求又は債権譲渡を行います。 

第３４条 （甲乙間の債権譲渡） 
1. 甲は、甲、カード会員間における信用販売により、甲がカード会社

に対して有する立替金請求権又は債権譲渡対価請求権を、乙に譲
渡し、乙はこれを譲り受けます。 

2. 甲は前項の債権譲渡につき、カード会社の承認を得ます。 
3. 第１項による債権譲渡は、第 41 条によるカード会社に対する立

替払請求又は債権譲渡手続きが完了したときにその効果が生じま
す。 

第３５条 （甲乙間の債権譲渡の解除） 
乙は、次のいずれかに該当した場合、前条第 1 項の債権譲渡を遡及的
に解除することができます。 
(1) 甲が、本規約等に違反した場合 
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(2) カード会社による前条第 2 項の承認が得られなかった場合 
(3) カード加盟店契約に定める事由により、甲がカード会社から立

替払い又は債権譲渡対価の支払の拒絶、立替金返還請求又は譲
渡債権の買戻請求を受ける等、カード会社との関係で決済金額
相当額を保持する根拠を失った場合 

第３６条 （信用販売の受付） 
1. 甲は、クレジットカードによる信用販売の申込の受付にあたり、

次の事項を遵守します。 
(1) 特定商取引に関する法律、割賦販売法、不当景品類及び不当表示

法、宅地建物取引業法、不動産の表示に関する構成競争規約、そ
の他関係法令を遵守すること 

(2) カード会員の判断に錯誤を与える恐れのある表示をしないこと 
(3) カード会員が利用を申出たクレジットカードについて不正利用

の疑い、又は不審な取引の申込みがある場合、その他、別途乙が
通知する事項に該当する場合、直ちに乙に通知し、乙の指示があ
る場合当該指示に従うこと 

(4) カード会員に対し、カード会員が賃借人本人以外の者と判断、判
明したとき以外、正当な理由なく、クレジットカードの取扱を拒
絶又は現金による支払と異なる金額を請求するなど、カード会
員に不利となる差別的取扱や、信用販売の円滑な運用を妨げる
何らの制限も行わないこと 

(5) その他、乙が指定する事項 
2. 甲が取り扱うことができる支払区分は、別途乙が指定する場合を

除き、１回払いのみとします。 
第３７条 （協力義務） 
甲は、乙又は提携会社が Bees R サービス及びクレジットカード等の
不正利用防止に協力を求めた場合、これに協力します。 

第３８条 （申込データ） 
1. 甲は、カード会員から申込を受ける場合、カード会員から次のデ

ータ（以下「申込データ」といいます）を取得するものとします。 
(1) カード会員（賃借人）の氏名、住所及び連絡先 
(2) 対象債権の種類を特定できる事項 
(3) クレジットカードの会員番号 
(4) クレジットカードの有効期限 
(5) クレジットカードによる代金の支払区分 
(6) その他乙が指定する事項 
2. 甲は、第１項においてカード会員から申込データの提供を受ける

とき、情報に暗号化を施す等の乙及びカード会社が認める安全化
措置を講じるとともに、カード会員に、安全化措置を講じても秘
密性を完全には保持できないことをあらかじめ認識させなければ
なりません。 

3. 甲は、申込データの記載事項に変更があった場合、直ちに乙所定
の方法で乙に提出します。 

4. 甲は、申込データを、自己の責任において厳重に、原則として 7 年
間保管するとともに、乙及びカード会社が提出を求めた場合、速
やかに提出します。 

第３９条 （売上データ） 
1. 甲は、次の事項を遵守し、カード会員に請求する決済金額の売上

データ（以下「売上データ」といいます）を乙所定の様式により作
成します。 

(1) カード会員の氏名、決済金額、その他乙が必要とする事項を記載
すること 

(2) 現金の立替、過去の決済金額の清算等の債権を記載しないこと 
(3) 売上データの記載金額の訂正、１回の取引による売上金額の複

数売上データへの分割記載、事実と異なる取扱日の記載、架空・
水増しの売上債権の記載、不実・不正の記載をおこなわないこと 

2. 前項の売上データを乙所定の期日までに乙に提出します。 
3. 甲は、前項の期日までに売上データが提出されなかった場合、当

該売上データに係る決済金額が、カード会社に対する立替払請求
又は債権譲渡の対象とはならないことを承諾します。 

4. 甲は、第２項において売上データを乙に提出するとき、情報に暗
号化を施す等の乙及びカード会社が認める安全化措置を講じると
ともに、安全化措置を講じても秘密性を完全には保持できないこ
とをカード会員にあらかじめ認識させなければなりません。 

5. 甲は、売上データを、自己の責任において厳重に、原則として 7 年
間保管するとともに、乙及びカード会社が提出を求めた場合、速
やかに提出します。 

第４０条 （売上承認） 
1. 乙は、第 38 条により提出された申込データ及び前条により提出

された売上データをもとに、カード会社に対して、当該決済金額
に係る信用販売につき承認を求めます。 

2. 甲は、前項のカード会社の承認が得られない場合、当該信用販売
に係る決済金額についてカード会社から立替金又は債権譲渡対価
の支払を受けられないことを、承諾します。 

第４１条 （立替払請求又は債権譲渡手続き） 
乙は、前条によるカード会社の承認が得られた信用販売につき、カー
ド会社に対する甲の立替払請求又は債権譲渡手続きを代行します。 

第４２条 （立替払又は債権譲渡の拒絶、取消又は解除） 
1. 甲は、次の事項に該当する場合、カード会社から立替金又は債権

譲渡対価の支払いが留保されることを、承諾します。 
(1) カード会員資格を有しない賃借人及びカード会員以外の賃借人

がクレジットカードを利用した場合 

(2) カード会員が当該信用販売に関しクレジットカードの利用覚え
なし、金額相違等の疑義をカード会社又はカード会員の所属す
るカード会社へ申出た場合 

(3) 売上データが正当でない場合又は売上データの内容が不実であ
る場合 

(4) 甲の請求内容に誤りがあり、カード会社がカード会員に請求で
きない場合 

(5) カード会員との苦情・紛争等が生じた場合 
(6) 甲又はカード会社がカード会員から当該金額の支払拒絶・支払

留保等の申し入れを受けた場合又はカード会員の所属するカー
ド会社から支払を拒絶された場合 

(7) 甲による信用販売について、カード会社が調査の必要があると
認めた場合 

(8) カード会員が信用販売の解除を行った場合 
(9) その他カード会社の指示に違反した場合 
2. 甲は、次の事項に該当しカード会社から請求された場合、立替金

又は債権譲渡対価相当額を買い戻します。 
(1) 前項第（1）号乃至第（9）号に該当する場合 
(2) 信用販売日からカード会社所定の期間を経過してカード会社に

立替払請求又は譲渡された対象債権につき、カード会員から回
収できなかった場合 

3. 甲は、前項の買戻し請求に対する支払を遅延した場合、カード会
社の定める利率に従い遅延損害金を支払います。 

第４３条 （決済金額の返金） 
甲は、クレジット決済サービス《月額家賃》を利用した信用販売に係
るカード会員との紛争等の解決に関して、カード会員に対して、直接
決済金額相当額を返還することはできません。 

第４４条 （カード会員の個人情報） 
1. 甲は、次の情報をカード会員の個人情報として取り扱います。 
(1) 甲及びカード会社間で媒体を問わず交換される賃借人たるカー

ド会員の個人に関する情報 
(2) 甲がカード会社から直接受取った賃借人たるカード会員の個人

に関する情報 
(3) 甲がカード会社を経由せず受取った賃借人たるカード会員の個

人情報 
(4) クレジットカードを利用することで甲のコンピューター等に登

録される賃借人たるカード会員の個人に関する情報 
2. 甲は、カード会員の個人情報の取扱に関し、次の事項を遵守しま

す。 
(1) カード会員の個人情報を秘密として保持し、乙及びカード会社

の書面による同意を得ることなく、第三者に対し提供、開示、漏
洩せず、サービス契約及びカード加盟店契約に定める業務目的
以外には使用しないこと 

(2) プライバシー保護を図るとともに、カード会員の個人情報を滅
失、毀損、漏洩することがないよう必要な措置を講じ、乙又はカ
ード会社の支配が可能な範囲を除き、個人情報の滅失、毀損、漏
洩等に関し責任を負うこと 

(3) カード会員の個人情報を善良なる管理者の注意をもって安全に
管理し、カード加盟店契約が終了した場合には、直ちに、カード
会社に返却すること 

(4) 個人情報の滅失・毀損・漏洩等に関し、カード会員を含む第三者
から、訴訟上又は訴訟外において、乙又はカード会社に対する損
害賠償請求等の申し立てがなされた場合、当該申立ての調査解
決等につき、乙又はカード会社に協力すること 

(5) 前号の第三者からの乙又はカード会社に対する申し立てが、第
（2）号に定める甲の責任範囲に属するときは、乙又はカード会
社が当該申し立てを解決するのに要した一切の費用を負担する
こと 

(6) 個人情報の管理責任者（以下「個人情報管理責任者」といいます）
を設置し、個人情報管理責任者は、個人情報の目的外利用・漏洩
等が発生しないよう適切な措置を講じること 

(7) 個人情報を、カード会員に公表又は通知した以外の目的に使用
し、又はカード会員の同意なく第三者に提供・開示・漏洩したと
きには、直ちに乙及びカード会社に報告し、乙及びカード会社の
指示に従うこと 

(8) 業務上必要な範囲を超えてカード会員情報を保存しないこと 
(9) カード会員情報が漏洩する相当の蓋然性が認められた場合には、

直ちに乙及びカード会社にこれを報告するとともに、クレジッ
トカード決済サービスの用に供するシステムの利用を停止し、
システム監査を終えるまでシステムの状態を改変しないこと 

(10) 前号の場合、自己の費用と責任において（但し、監査の結果シス
テムに問題がないことが判明した場合を除く）、カード会社が指
定した監査実施機関によるシステム監査を受けること 

(11) カード加盟店契約に関わる業務処理を第三者に委託する場合に
は、乙及びカード会社の事前の承認を得た上で、十分な個人情報
の保護水準を満たしている委託先を選定し、委託先にカード加
盟店契約における甲と同様の機密保持義務を課す内容を含む契
約を締結すること 

3. 前項各号の義務は、サービス契約及びカード加盟店契約が終了し
た後も有効とします。 

4. 甲がクレジットカード決済サービスの利用において、カード会員
から個人情報の開示、利用の範囲、方法について承認を得た場合
は、当該カード会員の承認範囲における個人情報の開示、利用の
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範囲、方法に対しては前項の規定を適用しません。 
第４５条 （情報の収集及び利用等） 
甲及びその代表者は、カード会社が本項第（1）号に定める加盟店情
報につき、必要な保護措置を行ったうえで以下のとおり取り扱うこと
に同意します。 
(1) カード加盟店契約締結後の管理等取引の判断のために、以下の

①乃至⑦の加盟店情報（代表者の個人情報を含む。以下「加盟店
情報」といいます）を収集、利用すること。 

① 甲の店舗の名称、所在地、郵便番号、電話番号、代表者の氏名、
住所、生年月日、電話番号等甲が加盟店申込時及び変更届時に届
け出た事項 

② 契約締結日、端末番号、決済品目、販売形態、業種等の甲とカー
ド会社の取引に関する事項 

③ 甲のクレジットカード決済の取扱状況 
④ カード会社が収集した甲及び代表者のクレジット利用履歴 
⑤ 甲の営業許可証等の確認書類の記載事項 
⑥ 乙が適正かつ適法な方法で収集した登記簿、住民票等公的機関

が発行する書類の記載事項 
⑦ 電話帳、住宅地図、官報等において公開されている情報 

(2) 以下の目的のために、前号①乃至④の加盟店情報を利用するこ
と。但し、甲及び代表者が本号②に定める営業案内について中止
を申し出た場合、カード会社は業務運営上支障がない範囲でこ
れを中止します。 

① カード会社がカード加盟店契約に基づいて行う業務 
② 宣伝物の送付等カード会社又は他の加盟店等の営業案内 
③ カード会社のクレジットカード事業その他カード会社の事業に

おける新商品、新機能、新サービス等の開発 
(3) カード加盟店契約に基づいて行う業務を第三者に委託する場合

に、業務の遂行に必要な範囲で、加盟店情報を当該委託先に提供
すること。 

第４６条 （信用情報機関の利用及び登録及び共同利用の同意） 
1. 甲は、カード会社が加盟する別紙記載の加盟店信用情報機関に照

会し、登録されている情報を共同利用の目的の範囲で、利用する
ことに同意します。 

2. 甲は、加盟店信用情報機関に登録される情報が、別紙に掲げる期
間登録され、加盟店信用情報機関の加盟会員により共同利用の目
的のために利用されることに同意します。 

3. 甲は、登録される情報が正確性・最新性の確保のために必要な範
囲内において、加盟店信用情報機関及びその加盟会員によって相
互に提供され、利用されることに同意します。 

第４７条 （加盟店情報の開示、訂正、削除） 
1. 甲は信用情報の開示・訂正・利用停止等を請求する際の手続きは、

前条のカード会社が加盟する加盟店信用情報機関所定の申請手続
きに従い行います。 

2. 甲が、カード会社の保有する甲に関する情報の開示・訂正・利用停
止等を請求する際の手続きは、カード会社所定の申請手続きに従
います。 

3. 登録した内容が不正確又は誤りであることが判明した場合には、
乙はカード会社に速やかに訂正・削除又は利用停止等の措置を採
るよう依頼します。 

第４８条 （契約終了後の加盟店情報の利用） 
甲は、カード会社が、カード加盟店契約終了後も、第 45 条に定める
目的（但し、第 45 条第 1 項第（2）号②に定めるカード会社又は他
の加盟店等の営業案内を除く）及び開示請求等に必要な範囲で、法令
等又はカード会社が定める所定の期間加盟店情報及びカード加盟店
契約の終了に関する情報を保有し利用することができることを承諾
します。 

第４９条 （加盟店情報の取扱に関する不同意） 
乙は、甲が加盟申込書に必要な記載事項の記載を希望しない場合及び、
第 45 条乃至第 48 条に定める加盟店情報の取扱について承諾できな
い場合、クレジットカード決済サービスの利用を認めないことや、サ
ービス契約をクレジットカード決済サービスについて解約すること
があります。 

 
第二節 保証連携サービス 
第５０条 （適用） 
この節は、甲はクレジット決済保証連携サービス《月額家賃》の提供
を受ける場合に、前節に併せて適用されます。 

第５１条 （定義） 
次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによります。 
(1) 「クレジット決済保証連携サービス《月額家賃》」とは、「クレジ

ットカード決済サービス《月額家賃》」のうち、賃借人との賃貸
借契約に関し乙と提携する保証会社との間で乙の認める保証委
託契約を締結することにより対象債権の保証の提供をうけるこ
とのできるサービスです。 

(2) 「保証会社」とは、対象債権の支払に関し、賃借人のために連帯
保証人を引き受けるサービスを提供することを業とする事業者
をいう。 

第５２条 （事務委託） 
1. 乙は甲に対し、クレジットカード決済サービス《月額家賃》に関し

て、賃借人から乙が徴収すべき書類等の徴収事務を委託すること
ができます。 

2. 乙は、甲が前項の徴収事務を履行した場合、別途定める手数料を
甲に支払います。 

第５３条 （相殺） 
1. 乙は前条 2 項に定める手数料の支払を、第 10 条に基づき甲が乙

に対し支払うべき加盟店手数料の支払債務と対当額において相殺
することができます。 

2. 前項の相殺の結果に差額が生じる場合、甲又は乙は相手方にその
差額を支払います。 

 

第三章 クレジットカード決済サービス《CAT 端末》 

第５４条 （適用） 
この章は、甲がクレジットカード決済サービス《CAT 端末》の提供を
受ける場合に適用されます。 

第５５条 （定義） 
「クレジットカード決済サービス《CAT 端末》」とは、甲、カード会
員間の対面方式による信用販売及び、甲、カード会社間における立替
払請求又は債権譲渡手続きにおいて、乙がカード会社と合意した以下
の業務を代行するサービス及び、甲がカード会社に対し有する請求権
を乙が譲り受けるサービスをいいます。 
① カード会社に対する加盟店の申請 
② カード会社に対する届出 
③ クレジット決済端末機の提供 
④ その他、甲、乙、カード会社間で別途合意した事務 

第５６条 （準用） 
次の規定は、本章において準用します。 
(1) 第 31 条（定義）（※第 1 号を除く） 
(2) 第 32 条（対象債権） 
(3) 第 33 条（カード加盟店契約） 
(4) 第 34 条（甲乙間の債権譲渡） 
(5) 第 35 条（甲乙間の債権譲渡の解除） 
(6) 第 36 条（信用販売の受付） 
(7) 第 37 条（協力義務） 
(8) 第 42 条（立替払又は債権譲渡の拒絶、取消又は解除） 
(9) 第 43 条（決済金額の返金） 
(10) 第 44 条（カード会員の個人情報） 
(11) 第 45 条（情報の収集及び利用等） 
(12) 第 46 条（信用情報機関の利用及び登録及び共同利用の同意） 
(13) 第 47 条（加盟店情報の開示、訂正、削除） 
(14) 第 48 条（契約終了後の加盟店情報の利用） 
(15) 第 49 条（加盟店情報の取扱に関する不同意） 

第５７条 （端末機） 
1. 乙は、甲から乙所定の端末機利用の申込書の提出を受け、乙及び

カード会社が認める場合、甲に対して、乙が選定したカード決済
用端末機（以下「端末機」といいます）を貸与します。 

2. 甲は、端末機の設置、使用、保管保守、維持及び取り外しに関し、
別添端末機設置使用規約を遵守します。 

3. 甲は、サービス契約が終了する場合及び端末機を設置している店
舗の営業を終了及び中止する場合、乙に連絡の上、甲の費用負担
により、直ちに端末機を返却します。 

第５８条 （クレジットカード決済サービス《CAT 端末》の受付） 
1. 甲は、カード会員からクレジットカードの提示による信用販売の

要求があった場合は、乙が貸与した端末機を信用販売の金額にか
かわらず、原則として全ての信用販売に使用し、その場で端末機
から出力された売上票に当該カード会員の自署の署名を求め、カ
ード裏面の署名と売上票の署名が同一であること、カード券面の
会員番号と売上票の会員番号が同一であること、及び承認番号の
記載があることを確認した上、信用販売を行わなければなりませ
ん。 

2. 甲は、端末機に暗証番号の入力を求める旨の表示が明記され、か
つカード会員が入力した暗証番号を当該端末機が真正と判断した
場合に限り、前項に定めるカード会員の署名の徴求を省略できま
す。 

3. 甲は、端末機の故障等による障害発生時及び、端末機設置前の期
間において、カード会社所定の売上票を使用した信用販売は行い
ません。 

4. 端末機に入力できる金額は、別紙に定める対象債権のみとし、現
金の立替、過去の売掛金の清算を含むことはできません。また、売
上票の金額訂正、売上金額の分割記載、取引日と異なる日付の記
載等は行いません。 

第５９条 （承認） 
1. 甲は、信用販売を行うにあたり端末機を使用して事前にカード会

社の承認を得ます。 
2. 甲は、カード会社の事前の承認を得ずに信用販売を行った場合、

当該信用販売に係る決済金額についてカード会社から立替金又は
債権譲渡対価の支払を受けられないことを、承諾します。 

第６０条 （無効カードの取扱） 
1. 甲は、カード会社から紛失・盗難等の理由により無効となってい

る旨の通告を受けているクレジットカード及び明らかに偽造・変
造・模造と思われるクレジットカードでは信用販売を受けないも
のとし、可能な限り当該カードを回収・保管のうえ、直ちにカード
会社にその旨を連絡します。 

2. 甲が万一前項に違反して信用販売を行った場合、甲が一切の責任
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を負います。 
第６１条 （債権譲渡又は立替金請求） 
甲は、カード会社所定の期間以内に、売上票を取り纏めカード会社に
送付することにより、カード会社に対する立替払請求又は債権譲渡を
行います。 

第６２条 （信用販売の取消） 
1. 甲は、カード会員から信用販売の取り消しを受けた場合には、カ

ード会社所定の方法により、立替払請求又は債権譲渡の取消処理
を行います。 

2. 前項の場合、甲は、現金等によるカード会員に対する直接の返金
は行いません。 

第６３条 （売上票の保管） 
甲は、売上票を、自己の責任において厳重に、原則として 7 年間保管
するとともに、乙及びカード会社が提出を求めた場合、速やかに提出
します。 

 

第四章 クレジットカード決済サービス《メールでビュン！》 

第６４条 （適用） 
この章は、甲がクレジットカード決済サービス《メールでビュン！》
の提供を受ける場合に適用されます。 

第６５条 （定義） 
「クレジットカード決済サービス《メールでビュン！》」とは、クレ
ジットカード決済サービスにおける信用販売に係る手続に関し、乙所
定のアプリケーションにより賃借人に対し電子メールを送信し、当該
電子メールに記載された URL に賃借人がアクセスし、必要事項を入
力することにより処理するサービスです。 

第６６条 （準用） 
次の規定は、本章において準用します。 
(1) 第 31 条（定義）（※第 1 号を除く） 
(2) 第 32 条（対象債権） 
(3) 第 33 条（カード加盟店契約） 
(4) 第 34 条（甲乙間の債権譲渡） 
(5) 第 35 条（甲乙間の債権譲渡の解除） 
(6) 第 36 条（信用販売の受付） 
(7) 第 37 条（協力義務） 
(8) 第 42 条（立替払又は債権譲渡の拒絶、取消又は解除） 
(9) 第 43 条（決済金額の返金） 
(10) 第 44 条（カード会員の個人情報） 
(11) 第 45 条（情報の収集及び利用等） 
(12) 第 46 条（信用情報機関の利用及び登録及び共同利用の同意） 
(13) 第 47 条（加盟店情報の開示、訂正、削除） 
(14) 第 48 条（契約終了後の加盟店情報の利用） 
(15) 第 49 条（加盟店情報の取扱に関する不同意） 

第６７条 （信用販売に係る手続） 
1. 甲は、カード会員から申込を受ける場合、乙所定のソフトウェア

（以下「専用ソフトウェア」といいます）を利用し、次のデータ
（以下「申込/売上データ」といいます）を乙に提出するとともに、
カード会員に対し、所定の内容のＱＲコードを読み取らせるか、
所定の内容の電子メールを送信するものとします。 

(1) カード会員（賃借人）の氏名、住所及び連絡先 
(2) 対象債権の種類を特定できる事項 
(3) クレジットカードによる代金の支払区分 
(4) その他乙が指定する事項 
2. クレジットカードの会員番号及び有効期限については、前項によ

り読み取らせたＱＲコード又は送信された電子メールに記載され
た URL にカード会員がアクセスし、当該 Web ページにおいてカ
ード会員自らが入力するものとします。 

3. 甲は、カード会員に対し、前項の内容を予め説明するものとしま
す。 

4. 甲は、申込/売上データの内容に変更があった場合、直ちに乙所定
の方法で乙に提出します。 

5. 甲は、申込/売上データを、自己の責任において厳重に、原則とし
て 7 年間保管するとともに、乙及びカード会社が提出を求めた場
合、速やかに提出します。 

第６８条 （売上承認） 
1. 乙は、前条第 1 項により提出された申込/売上データ、及び前条第

2 項によりカード会員が入力した情報に基づき、カード会社に対
して、当該決済金額に係る信用販売につき承認を求めます。 

2. 甲は、前項のカード会社の承認が得られない場合、当該信用販売
に係る決済金額についてカード会社から立替金又は債権譲渡対価
の支払を受けられないことを、承諾します。 

第６９条 （立替払請求又は債権譲渡手続き） 
乙は、前条によるカード会社の承認が得られた信用販売につき、カー
ド会社に対する甲の立替払請求又は債権譲渡手続きを代行します。 

第７０条 （専用ソフトウェアの利用等） 
1. 乙は、別途乙が定める方法により、甲に対し専用ソフトウェアを

提供します。 
2. 甲は、専用ソフトウェアの使用にあたり、次の事項に同意するも

のとします。 
(1) 専用ソフトウェアの利用に当たって，ＩＤ及びパスワード並び

に専用ソフトウェアから通知される文書等を，甲の責任におい
て管理すること 

(2) 専用ソフトウェアが提供する機能を BeesR サービス利用の目的
以外に使用しないこと 

(3) 賃借人に申込の際に入力させる情報に、思想、信条、本籍地等、
特定の機微な情報を設定しないこと 

(4) 専用ソフトウェアの改定版又は後継版の使用が可能となった場
合，速やかに改定版又は後継版を使用すること 

3. 甲は、専用ソフトウェアに係る知的財産権その他の権利が乙に帰
属するものであり、使用許諾により甲に移転するものではないこ
とを確認します。 

 

第五章 コンビニオンライン決済サービス《メールでビュン！》 

第７１条 （適用） 
この章は、甲がコンビニオンライン決済サービスの提供を希望する場
合に適用されます。 

第７２条 （定義） 
「コンビニオンライン決済サービス」は、決済金額の収納業務を、コ
ンビニエンスストアにおいて利用可能な一定の番号等(以下「支払番
号等」という)を用いた電子決済システムにより行うサービスで、売
上データの作成・提出及び賃借人によるコンビニエンスストアの選択
において、乙の運営する「メールでビュン！」システムを利用するサ
ービスをいいます。 

第７３条 （準用） 
次の規定は、本章において準用します。 
(1) 第 70 条（専用ソフトウェアの利用等） 

第７４条 （利用可能コンビニエンスストア） 
コンビニオンライン決済サービスの取扱対象となるコンビニエンス
ストアは、乙の指定するコンビニエンスストアに限ります。 

第７５条 （売上データ） 
甲は、専用ソフトウェアを利用し売上データを作成し、乙に提出する
とともに、賃借人に対し、所定の内容のＱＲコードを読み取らせるか、
所定の内容の電子メールを送信するものとします。 

第７６条 （コンビニエンスストアの選択） 
甲は、前条により読み取らせたＱＲコード又は送信した電子メールに
記載された URL に賃借人をアクセスさせ、第 74 条により乙が指定
したコンビニエンスストアから、前条により甲が乙に提出した売上デ
ータにかかる支払のため利用を希望するコンビニエンスストアを賃
借人に選択させ、乙所定の方法により乙に通知させるものとします。 

第７７条 （支払番号等の通知） 
乙は、第 76 条により通知を受けたコンビニエンスストアにおいて利
用可能な支払番号等を、乙所定の方法により当該賃借人に通知します。 

 

第六章 ペイジー決済サービス《メールでビュン！》 

第７８条 （適用） 
この章は、甲がペイジー決済サービスの提供を希望する場合に適用さ
れます。 

第７９条 （定義） 
「ペイジー決済サービス」は、日本マルチペイメントネットワーク運
営機構(以下「運営機構」という)が運営する決済ネットワークを利用
し、決済金額の収納業務を行うサービスで、乙の運営する「メールで
ビュン！」システムを利用するサービスをいいます。 

第８０条 （準用） 
次の規定は、本章において準用します。 
(1) 第 70 条（専用ソフトウェアの利用等） 

第８１条 （収納機関規約） 
甲は、本規約等のほか、運営機構が定める「収納機関規約」を遵守す
るものとします。 

第８２条 （売上データ） 
甲は、専用ソフトウェアを利用し売上データを作成し、乙に提出する
とともに、賃借人に対し、所定の内容のQRコードを読み取らせるか、
所定の内容の電子メールを送信するものとします。 

第８３条 （ペイジー支払の確認） 
甲は、前条により読み取らせた QR コード又は、送信した電子メール
に記載された URL に賃借人をアクセスさせ、ペイジーでの支払にか
かる承諾を、乙所定の方法により乙に通知させるものとします。 

第８４条 （お客様番号等の通知） 
乙は、賃借人がペイジーにより支払いを行う際に必要となるお客様番
号等の情報を、乙所定の方法により当該賃借人に通知します。 

 

第七章 デビットカード決済サービス《CAT 端末》 

第８５条 （適用） 
この章は、甲がデビットカード決済サービス《CAT 端末》の提供を受
ける場合に適用されます。 

第８６条 （定義） 
次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによります。 
(1) 「デビットカード決済サービス《CAT 端末》」とは、甲、賃借人

間のデビットカード取引契約及び、甲、カード会社間における債
権譲渡手続きにおいて、乙がカード会社と合意した以下の業務
を代行するサービス及び、甲がカード会社に対し有する請求権
を乙が譲り受けるサービスをいいます。 

① カード会社に対する加盟店の申請 
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② カード会社に対する届出 
③ クレジット決済端末機の提供 
④ その他、甲、乙、カード会社間で別途合意した事務 

(2) 「デビットカード」とは、日本デビットカード推進協議会の会員
である又は金融機関が発行する当該預貯金口座に係るカードの
うち、デビットカード取引契約の締結に係る機能を付与されて
いるものをいいます。 

(3) 「発行銀行」とは、デビットカードの発行者である日本デビット
カード推進協議会の会員である又は金融機関をいいます。 

(4) 「デビットカード取引契約」とは、決済金額を賃借人の預貯金口
座からの預貯金の引落（ゆうちょ銀行のカードを提示する場合
においては振替口座からの振替）等によって支払う契約をいい
ます。 

第８７条 （準用） 
次の規定は、本章において準用します。 
(1) 第 34 条（甲乙間の債権譲渡） 
(2) 第 35 条（甲乙間の債権譲渡の解除） 
(3) 第 37 条（協力義務） 
(4) 第 42 条（立替払又は債権譲渡の拒絶、取消又は解除） 

第８８条 （デビットカード決済サービス《CAT 端末》の提供） 
乙は、甲がクレジットカード決済サービス《CAT 端末》を利用するこ
とを条件に、デビットカード決済サービス《CAT 端末》を提供します。 

第８９条 （デビットカード加盟店契約） 
1. 甲は、デビットカード決済サービス《CAT 端末》を利用するため

必要となるカード会社との契約及び当該契約を変更するための契
約（以下「デビットカード加盟店契約」といいます）の締結を乙に
包括的に委任し、当該契約締結のための包括的な代理権を授与し
ます。 

2. 甲は、デビットカード加盟店契約の内容としてカード会社が指定
する事項を遵守し、甲、カード会員間のデビットカード取引契約
及び、甲、カード会社間の立替払請求又は債権譲渡を行います。 

第９０条 （端末機） 
1. 甲は、第 57 条により乙が貸与した端末機を、デビットカード決済

サービス《CAT 端末》のために利用します。 
2. 甲は、端末機の設置、使用、保管保守、維持及び取り外しに関し、

別添端末機設置使用規約を遵守します。 
第９１条 （加盟店のデビットカード取引契約時の義務） 

1. 甲は、賃借人がデビットカード取引契約の申込をした場合、賃借
人の所持するデビットカードを賃借人をして端末機に読み取らせ
又は、賃借人よりデビットカードの引渡を受け自ら当該デビット
カードを端末機に読み取らせます。 

2. 甲は、端末機に表示された金額を賃借人に確認させたうえ、当該
デビットカードの暗証番号を賃借人に入力させます。 

3. デビットカード取引契約は、端末機に口座引落確認を表す電文が
表示されないことを解除条件として、前項により端末機に暗証番
号が入力された時に成立し、甲は、口座引落確認を表す電文が端
末機に表示されたときは、当該取引に係る賃借人の債務の弁済が
なされたものとして取扱います。 

第９２条 （取扱金額） 
1. 甲は、カード会社が指定する 1 回あたりのデビットカード取引契

約による支払の最高又は最低限度額の範囲で、デビットカード決
済サービス《CAT 端末》を利用することができます。 

2. 前項の最高又は最低限度額の範囲内であっても、1 日あたりの賃
借人のデビットカード取引契約による決済金額、又は同債務及び
現金自動支払機（現金自動預入払出兼用機を含みます）による預
金払戻しの累計額が、発行銀行の定める金額を超えるときは、デ
ビットカード取引契約にかかわる口座引落確認はなされません。 

第９３条 （取引拒絶の禁止） 
1. 甲は、次の場合を除き、正当な理由なくしてデビットカード取引

契約の締結を拒絶してはなりません。 
(1) 賃借人が暗証番号の入力を発行銀行所定の回数を超えて間違え

た場合 
(2) 賃借人が明らかに偽造・変造又は模造と判断されるデビットカ

ードを提示した場合 
(3) 賃借人がデビットカード名義人以外の者又は不審者と判断され

る場合 
(4) 停電・故障等により端末機による取扱いができない場合 
(5) 発行銀行センター又はネットワーク等に障害が発生した場合 
(6) 通信異常等により通信エラーを繰り返した場合 
(7) 磁気ストライプ等のデビットカード情報の読み取りができない

場合 
(8) 前条第 1 項の最高限度額を上回る又は最低限度額を下回る場合 
(9) 前条第 2 項に該当する場合 
(10) 賃借人がデビットカード取引契約の締結にかかわる機能を付与

されているデビットカードを提示していない場合又は当該発行
銀行が定めるところにより、デビットカード取引契約の締結に
かかわる機能が制限されている場合 

(11) 対象債権が甲とカード会社が合意のうえデビットカード取引契
約の対象外とされている場合 

(12) 賃借人が預金の払い戻しによる現金の取得を目的としてデビッ
トカード取引契約の申し込みをした場合 

2. 甲は、前項各号の場合において故意又は重大な過失により取引拒

絶を怠ったときは、乙、カード会社、カード会社が日本デビットカ
ード推進協議会所定の直接加盟店契約を締結した金融機関、発行
銀行、及び賃借人に生じた損害を負担します。 

第９４条 （差別的待遇の禁止） 
甲は賃借人に対し現金客と異なる代金・料金等を請求したり、本規約
に定める以外の制限を設けるなど、賃借人に不利となる取扱いをする
ことはできません。 

第９５条 （債権譲渡） 
甲は、端末機に口座引落確認を表す電文が表示されないことを解除条
件として、賃借人に対する対象債権をカード会社に対し指名債権譲渡
の方式により譲渡します。 

第９６条 （デビットカード取引契約解消の場合の対応） 
1. デビットカード取引契約が解除（合意解除を含みます）又は取消

等により適法に解消された場合（以下「解消」といいます。賃貸借
契約の解消によるデビットカード取引契約の解消を含みます）、甲
はその責任において次の対応を取ることができます。 

(1) 取引当日に解消の申出がなされ甲がその申出に応じた場合 
① 甲は、賃借人の所持するデビットカードを賃借人をして端末機

に読み取らせ、また賃借人よりデビットカードの引渡を受け自
ら当該デビットカードを端末機に読み取らせた後、端末機から
発行銀行に対し預金の引落又は郵便振替口座からの振替の取消
の電文を送信します。 

② この場合賃借人の暗証番号及び甲の暗証番号の入力は不要とし
ます。 

③ システム上取消の電文を送信することが不可能な場合又は当該
デビットカードの発行銀行が定めるデビットカード取引規定に
よる預金の復元もしくは郵便振替口座の預り金の戻し入れが取
引当日中になされない場合、甲は本項第（2）号と同様の措置を
とります。 

(2) 取引翌日以降に解消の申出がなされ加盟店がその申出に応じた
場合 

① 甲は、賃借人に対して決済金額相当額の支払義務を負い、当該賃
借人に現金等にてこれを支払います。なお、この場合であっても、
甲は当該デビットカード決済サービス《CAT 端末》の利用にか
かる手数料を免れません。 

2. 前項第（1）号①の措置により預金の復元又は郵便振替口座の預り
金の戻し入れがなされた場合、甲が有する対象債権譲渡の対価支
払請求権は消滅します。 

3. 適法かつ正当な解消依頼であることの確認は、デビットカード及
び口座引落確認書等の徴求及び照合等により甲が行います。 

4. 甲より取消の電文が送信されたときは、甲は送信権限の瑕疵を主
張できません。 

 

第八章 口座振替型決済サービス《集金代行》 

第９７条 （適用） 
この章は、甲が口座振替型決済サービス《集金代行》の提供を希望す
る場合に適用されます。 

第９８条 （定義） 
「口座振替型決済サービス《集金代行》」とは、賃借人の預金口座宛
の口座振替請求を提携会社を通じて代行することにより、振替えられ
る決済金額の収納を代行するサービスをいいます。 

第９９条 （対象金融機関） 
口座振替型決済サービス《集金代行》を利用した口座振替請求の取扱
対象となる金融機関は、乙の指定する金融機関（以下「提携金融機関」
といいます）に限ります。 

第１００条 （預金口座振替依頼書） 
1. 甲は賃借人から乙所定の「預金口座振替依頼書」（以下「依頼書」

といいます）を徴求し、乙所定の期日までに乙に提出します。 
2. 乙は受領した依頼書を提携金融機関に提出し、提携金融機関によ

る口座確認を受けます。 
3. 依頼書が提携金融機関により記載不備などによって受理されず返

却された場合、乙は甲に通知し、甲は再度賃借人から依頼書を徴
求し、遅滞なく乙に提出します。 

4. 甲は賃借人の預金口座に関する変更があった場合、速やかに賃借
人より新たな依頼書を徴求し、乙に提出します。 

5. 乙は、依頼書の記載不備、賃借人の預金口座の変更及び依頼書の
提携金融機関への提出に派生する結果については、一切の責任を
負いません。 

第１０１条 （請求データ） 
1. 甲は、口座振替により賃借人に請求すべき決済金額の請求データ

（以下「請求データ」といいます）を、乙の指定する日までに乙の
指定する方法により乙に提出します。なお、請求データの提出後、
当該請求データの変更、取消はできないことを、甲は承諾します。 

2. 前項により提出した請求データの記載不備、誤記、欠落等により、
甲又は賃借人その他第三者に損害が生じた場合、甲は自らの責任
においてこれを処理し、乙は一切の責任を負いません。 

第１０２条 （口座振替） 
1. 乙は、第１００条第 2 項の提携金融機関による口座確認が完了後、

別表に定める日（以下「口座振替日」といいます）に当該預金口座
宛に決済金額の口座振替請求手続を行います。但し、口座振替請
求の開始時期は、乙所定の基準によります。 

2. 口座振替日が金融機関休業日に該当する場合、その翌営業日を口
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座振替日とします。 
 

第九章 コンビニ郵送型決済サービス《集金代行》 

第１０３条 （適用） 
この章は、甲がコンビニ郵送型決済サービス《集金代行》の提供を希
望する場合に適用されます。 

第１０４条 （定義） 
「コンビニ郵送型決済サービス《集金代行》」とは、決済金額の収納
業務を、乙が甲に代わり、乙が指定するコンビニエンスストアにおい
て利用可能な郵送伝票を用いた電子決済システムにより行うサービ
スをいいます。 

第１０５条 （コンビニ郵送型決済サービス《集金代行》の提供） 
乙は、次のいずれかに該当する場合に、コンビニ郵送型決済サービス
《集金代行》を提供します。 
(1) クレジットカード決済サービスにおいて、乙によるカード会社

への売上承認請求手続きに対して、カード会社からの承認が得
られなかった場合 

(2) 口座振替型決済サービス《集金代行》において、乙所定の期日ま
でに提携金融機関による口座確認が完了していない場合（但し、
乙所定の期日までに、乙に対して依頼書が提出されている場合
に限ります。） 

第１０６条 （対象コンビニエンスストア） 
Bees R サービスを利用した払込票の取扱対象となるコンビニエンス
ストアは、乙の指定するコンビニエンスストアに限ります。 

第１０７条 （払込票） 
1. 乙は、次の賃借人に対して、コンビニエンスストアにおいて利用

可能な払込票を発行します。 
(1) 第１０５条第（1）号の場合、カード会社からの承認が得られな

かった当該売上承認請求に係る対象債権の債務者たる賃借人 
(2) 第１０５条第（2）号の場合、当該依頼書を提出した賃借人 
2. 乙は、前項により発行した払込票を、それぞれ次に定める住所宛

てに送付します。 
(1) 前項第（1）号の場合、当該賃借人が送信した申込データに記載

又は記録された住所 
(2) 前項第（2）号の場合、当該賃借人が提供した依頼書に記載又は

記録された住所 
3.乙が発行する払込票の払込可能期間は別表に定める期間とします。 

第１０８条 （依頼書・申込データの提出） 
1. 甲は、乙の指定する日までに、乙の指定する方法により賃借人か

ら依頼書又は申込データを徴求し、乙に提出します。 
2. 依頼書又は申込データの不備又は記載事項の変更に起因して乙、

提携会社又は第三者に損害が発生した場合は、全て甲が責任を負
います。 

3. 甲は、賃借人の依頼書又は申込データの記載事項に変更があった
場合、直ちに乙に乙所定の方法で提出します。 

第１０９条 （請求データ・売上データの提出） 
1. 甲は、乙の指定する日までに、乙の指定する方法により、売上デー

タ又は請求データを、乙に提出します。なお、売上データ又は請求
データの提出後は、当該売上データ又は請求データの変更、取消
はできません。 

2. 提出した売上データ又は請求データの誤記、欠落、毀損等により
甲又は賃借人その他第三者に損害が生じた場合、甲がその責任に
おいて処理し、乙は一切の責任を負いません。 

以上 
（令和６年 9 月改定） 
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《保証付帯特約》 
甲が、賃借人との賃貸借契約に関し、乙の提携する保証会社（以下「丙」
といいます）との間で乙の認める保証契約（以下「保証契約」といい
ます）を締結している場合、当該賃借人に係る Bees R サービスに関
し、以下の規定を追加して適用します。 

第１条 （事務委託） 
甲は、次の事務を乙に委託し、乙はこれを受託します。 
(1) 賃借人が払込期間にコンビニエンスストアで払込を行わない場

合又は、賃借人の預金口座に対する口座振替請求の結果振替不
能となった場合、保証契約に基づき甲が負担する事務のうち、丙
に対して未収納の決済金額を通知する事務 

(2) 甲丙間における販売協力に関する契約（以下「販売協力契約」と
いいます）により丙が甲に支払う販売協力費がある場合、当該販
売協力費を甲に代わって丙から収納する事務 

第２条 （通知事務） 
乙は、前条第（1）号に基づき、払込期間の末日経過後又は賃借人に
対する口座振替結果判明後、遅滞なく、未収納の決済金額を甲に代わ
って丙に通知します。 

第３条 （収納事務） 
本特約第１条第（2）号による収納事務につき、Bees R サービスの利
用に関する本規約等については、次の各号に定める読み替えのうえで
適用します。 
(1) 賃貸借契約は、甲丙間の販売協力契約とします。 
(2) 決済金額は、甲丙間の販売協力契約により丙が甲に支払う販売

協力費とします。 
(3) 対象債権は、甲丙間の販売協力契約に基づく甲の販売協力費債

権とします。 
(4) 収納金額は、乙が甲に代わって収納した販売協力費とします。 

以上 
（令和 3 年 9 月改定） 

 

【個人情報取扱規約】 

第１条 （個人情報） 
「個人情報」とは、本契約に基づき乙が取得する、甲に属する情報で
あって、以下の各号に記載される情報が含まれるものとします。 
(1) 各取引所定の申込書及びカード決済利用申込書に記載された氏

名、性別、生年月日、住所、電話番号、E メールアドレス、金融
機関口座情報等の情報（サービス契約締結後乙が通知を受ける
等して知り得た変更情報を含みます） 

(2) 各取引に関する契約の種類、契約日、契約金額等の契約情報（本
契約締結後に通知を受ける等して知り得た変更情報を含みます） 

(3) サービス契約締結後の決済サービスにおける支払状況等の取引
情報 

第２条 （個人情報保護管理者） 
(1) 職名・所属：営業担当部門長 
(2) 連絡先： 03-6372-6818 

第３条 （利用目的） 
乙は、以下の各号に記載される利用目的の範囲内で個人情報を収集・
利用します。 
(1) サービス契約の承認の審査のため 
(2) サービス契約の履行のため 
(3) サービス契約のアフターサービスの実施のため 
(4) サービス契約の適切な管理（契約終了後における必要な管理を

含む）の実施のため 
(5) マーケティング及び販売促進、商品企画のための統計データ作

成のため 
(6) Bees R サービス以外の乙のサービス、商品等の紹介、提供等の

ため 
(7) 乙以外の第三者から受託して行う当該第三者の宣伝物、印刷物

の送付、電話等の営業案内のため 
(8) 上記各号の目的を達するために必要な範囲内で、乙が適切に契

約、監督する委託先への提供のため 
(9) その他上記各号の目的を達するために必要となる付随業務の実

施のため 
第４条 （センシティブ情報の取扱い） 
乙はサービス契約を締結しようとする者が本人であることを確認す
るため、本籍地等の機微情報を含む公的証明書の提出を依頼する場合
があります。その際は当該機微情報を含む個人情報につき本条項に定
める保護対策を講じる等の厳重な取扱いをします。 

第５条 （個人情報の第三者提供） 
1. 乙は、甲がクレジットカード決済サービス《月額家賃》、クレジッ

トカード決済サービス《CAT 端末》、クレジットカード決済サービ
ス《メールでビュン！》及び、デビットカード決済サービス《CAT
端末》の提供を受ける場合、各サービスにおける委任の事務たる
甲とカード会社との契約締結のため、当該カード会社に個人情報
を提供いたします。なお、乙は、カード会社とは個人情報に係る契
約は締結しておりません。 

2. 前項の場合、乙は、加盟店申込書及び同書添付書類記載の内容の
全てを、郵送及びＦＡＸ並びに電子メールにて、提供いたします。 

第６条 （個人情報の外部委託） 
乙は、第 3 条に定める利用目的の範囲内において、必要に応じて厳正

に管理された委託先に個人情報の取扱いを委託する場合があります。 
第７条 （個人情報の保護対策） 

1. 乙は、個人情報の保護のため、従業員に対し定期的に教育を行い、
個人情報の取扱いを厳重に管理します。 

2. 乙の保有するデータベースシステムについても、アクセスの制限・
管理を行うなど必要なセキュリティー対策を講じます。 

3. 乙が個人情報の取扱いの全部または一部を委託する場合、または
利用者の同意に基づき、個人情報を第三者に提供する場合には、
個人情報の漏えい等がないよう、必要かつ適切な監督を行います。 

第８条 （個人情報に関する利用目的の通知・開示・訂正・削除・利用
停止等） 

1. 個人情報に係る本人は、乙に収集されている自己に関する個人情
報を、乙所定の方法により、利用目的の通知や開示するよう請求
することができます。 

2. 乙が保有する個人情報の内容が不正確または誤りであることが判
明した場合、乙はすみやかに訂正または削除に応じます。 

3. 乙は、個人情報を利用もしくは第三者へ提供している場合であっ
ても、個人情報に係る本人からの申し出があった場合には、それ
以降、利用もしくは第三者への提供を停止（以下「利用停止等」と
いいます）する措置をとります。 

4. 前３項に係る個人情報の利用目的の通知・開示・訂正・削除の問い
合せや、利用・提供停止等の申し出は、次に定める連絡先で受け付
けます。 
■連絡先：株式会社メタップスペイメント 不動産決済グループ
/HUBees 03-6372-6818 

5. 乙は、甲との取引終了後（契約締結に至らなかった場合は申込日
から）、乙の文書管理規程その他社内規程に基づく期間経過後、甲
の事前の承諾を得ることなく、個人情報を安全かつ完全に消去し
ます。 

6. 連続して 6 か月間 Bees R サービスによる代金収納に係る請求が
行われず、甲より特段の連絡もない場合は、乙は甲に何ら通知す
ることなく該当する個人情報を削除することができるものとしま
す。 

第９条 （個人情報の任意性） 
1. 甲が乙に対して個人情報を提供することは任意です。 
2. 乙は、甲から提供を受けた個人情報に基づきサービス契約の承認

可否の判断を行います。必要な個人情報を提供いただけない場合
には、サービス契約をお断りする場合があります。 

第１０条 （本条項の変更） 
乙は、本条項を適宜変更できるものとし、当該変更内容が重大な場合
には、甲に対して通知し、または乙のホームページ等を通じて適切な
方法で告知するものとします。 

以上 
（令和 3 年 9 月改定） 
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【端末機設置使用規約】 

第１条 （総則） 
甲は、端末機の設置、使用及び取り外しに関して、本端末機設置使用
規約（以下「端末規約」といいます）に同意し、これを遵守します。 

第２条 （端末機の利用目的） 
甲は、端末機を利用することにより、乙とのサービス契約及び乙が
Bees R サービスを提供、運営するために提携するクレジットカード
会社及び当該クレジットカード会社が指定するクレジットカード会
社（以下「カード会社」といいます）とのカード加盟店契約に基づい
て行われる信用販売に係る取扱いを自動化し、もってカード取扱事務
の合理化及び軽減化を図ります。 

第３条 （端末機の設置費用及び支払） 
1. 甲は、端末機の設置等に係る費用について、次の各号について負

担するものとします。 
(1) 電話の設置基本料・通信費（加入電話回線を新たに設置する場合

はそれに要する一切の費用、加入電話回線の使用に係る基本料・
通信料） 

(2) 端末機の取付費用（標準工事費用） 
(3) 電源工事及び電気料（端末機に使用する商用電源確保のための

工事費用） 
(4) 移転費用（電話機または端末機取り外し・再設置費用） 
(5) 取り外しに伴う費用（端末機取り外し費用） 
(6) 滅失・既存（端末機が滅失、毀損した場合、完全な状態の復元又

は修理をする費用） 
2. 甲は、前項により負担する費用について、乙が別途定める期日に

所定の方法により支払います。 
第４条 （情報登録） 

1. 端末機に登録する情報の設定及び変更は、乙及びカード会社が行
います。 

2. 乙及びカード会社が甲に対し、端末機に登録する情報の設定操作
（DLL 操作）を依頼した場合は、甲は端末機の所定の操作手順に
より情報設定操作を行います 

第５条 （端末機の使用及び保管に関する業務） 
1. 甲は、端末規約及び操作手順の手引きに従い、善良なる管理者の

注意をもって、端末機の使用及び保管にあたるものとします。 
2. 甲は、カード会員に対して対面による信用販売をおこなう場合は、

原則としてすべて端末機を使用して行います。 
3. 甲は、端末機に異常又は故障が発生した場合は、速やかに乙が指

定する連絡先に連絡した上、これを修理し、端末機が常に正常に
稼動する状態に保ちます。 

4. 甲は、乙が指定した以外の者に、端末機の修理等をさせてはなり
ません。 

5. 甲は、乙及びカード会社から事前に書面による承諾を得ない限り、
端末機を改造（プログラム、データの書換を含みます）してはなり
ません。 

第６条 （会員の本人確認と売上票の確認） 
1. 甲は、端末機に暗証番号の入力を求める表示がされた場合は、所

定の方法によりカード会員に暗証番号の入力を求め、端末機の照
合結果から、正しい暗証番号が入力されたことを確認のうえ、信
用販売を行います。 

2. 甲は、前項に該当しない場合、端末機売上票にカード会員に自署
による署名を求め、当該署名がカード裏面記載の署名と同一であ
ることを確認のうえ、信用販売を行います。 

3. 甲は、端末機売上票について、会員番号、売上金額及び支払区分等
の記載を確認し、取扱内容に誤りがないことを確認します。 

第７条 （会員の暗証番号失念等の対応） 
甲は、前条第 1 項の方法による信用販売に際し、カード会員が自己の
暗証番号を失念していた場合等には、カード会社の指定する連絡先へ
連絡の上、その指示に従います。 

第８条 （無効カード番号通知書の照合及び承認番号の問い合わせ） 
甲は、カード加盟店契約等の定めに基づく無効カード通知書の照合及
び承認番号の問い合わせを、端末機を使用して、自動的に行います。 

第９条 （メッセージ及び手続き） 
1. 前条の手続きを行った際は、甲は端末機の表示画面（以下「表示画

面」といいます）又は端末機から自動的に発行される売上票、また
は口座引落し確認書に表示されたメッセージに基づき、適切に処
理します。 

2. 甲は、前項のメッセージが「ホリュウ」、「カードカイシャニ オト
イアワセクダサイ」、「シテイサレタレンラクセキヘ TEL ネガイマ
ス」（これらと同主旨の表示を含みます）の場合、乙の指定する連
絡先へ連絡しなければなりません。なお、この場合、カード会社の
指示があるまで、端末機を使用することはできません。 

3. 甲は、メッセージが「ジコカード」又は「ムコウカード」（これら
と同主旨の表示を含みます）の場合には、当該カードを回収の上、
カード会社の指定する連絡先へ至急連絡し、その指示に従います。 

第１０条 （日計表の出力及び照合） 
1. 甲は原則として販売日ごとに、所定の手続により端末機から日計

表を出力します。 
2. 甲は、日計表に出力表示されたカード会社のそれぞれの信用販売

の取引件数、カード会社名、会員番号、売上日、売上区分及び金額
等と当日の端末機売上票に記載されているこれらの事項とを照合

し、両者が一致しているか否かを確認（以下「日計照合」といいま
す）します。 

第１１条 （日計照合の不一致） 
日計照合を行った結果、甲、乙又はカード会社との間で信用販売の件
数、金額その他の事項について不一致が発見された場合には、甲の責
任において不一致の原因を究明、解決し、その結果を乙及びカード会
社に報告します。このことから損害が生じた場合、甲が負担して解決
します。 

第１２条 （売上票提出の義務） 
1. 甲は、原則として 1 ヵ月ごとに売上票をとりまとめ、カード会社

に提出します。但し、カード会社が別の方法を定める場合は、所定
の方法に従います。 

2. 甲は、売上票をカード会社に提出する前に、乙又はカード会社か
ら当該信用販売について照合があった場合には、速やかに端末機
による暗証番号の照合又はカード会員の署名によりカード会員の
本人確認を実施済みの売上票をカード会社に提出するなど、信用
販売の事実を証明しなければなりません。 

第１３条 （売上票到着と同一効力の発生時期） 
1. 甲が端末機を使用し、日計照合により確認されたカード会員に対

しておこなった信用販売代金の清算は、カード会社とのカード加
盟店契約の定めにかかわらず、端末機よりカード会社に伝送され
たデータに基づくものとし、端末機による暗証番号照合又はカー
ド会員の署名により本人確認を実施済みの売上票が、カード会社
に到着したものとみなします。 

2. 売上票到着と同一の効力は、データ伝送の場合は、日計照合及び
売上票の合計が一致した時、売上データをバッチ伝送する場合は、
売上データが到着した時、有形の媒体等で送付する場合は、カー
ド会社に当該媒体が到着した時をもって、当該信用販売分につい
て発生します。但し、誤操作等により到着したカード会社で確認
されている信用販売の件数又は金額と異なった場合は、この限り
ではありません。 

第１４条 （売上データ送付カード会社） 
端末機より売上データを伝送又は有形の媒体等で送付するカード会
社は、当該カードにつき、甲との間でカード加盟店契約を有するカー
ド会社のうちで乙が指定するカード会社とします。 

第１５条 （信用販売代金の清算） 
端末機による信用販売代金の清算は、第 13 条 2 項の効力の発生をも
って、各カード会社のカード加盟店契約の定める方法により行われま
す。 

第１６条 （失効及び清算の取消） 
1. 甲が第 12 条に基づく端末機による暗証番号照合又はカード会員

の署名により会員の本人確認を実施済みの売上票を提出できず、
また他の方法により信用販売の事実を証明できなかったときは、
当該信用販売について生じた第 13 条の効力は当然取消されます。
甲は、信用販売代金の清算が既に完了している場合は、当該信用
販売代金相当額をカード会社に返還します。 

2. カード会社が甲に支払うべき他の信用販売代金清算債務を有して
いる場合には、カード会社は、前項の代金返還請求権との間で相
殺することができます。 

3. 第 13 条で定めた効力が取消された当該信用販売分については、
日計照合時に遡って効力の発生がなかったものとします。甲が第
12 条によりカード会社に売上票を提出している場合も同様とし
ます。 

4. デビットカード取引契約を解消する場合は、Bees R サービス加盟
店規約の定めに従って行うものとします。 

第１７条 （障害時の使用中止） 
甲は、次の各号に該当した場合は、端末機の使用を中止しなければな
りません。 
(1) 端末機が故障した場合 
(2) カード会社センター又はネットワークに障害が発生した場合 
(3) 通信異常等により通信エラーを繰り返した場合 
(4) カードの読み取りができず、端末機が使用できない場合 

第１８条 （情報の利用及び登録） 
甲は、端末設置申込書に記載された甲及びその代表者等に係る情報が、
日本クレジットカード協会（以下「JCCA」といいます）が主宰する
CAT 共同利用システムの円滑な作動並びに端末設置情報の適正かつ
円滑な管理を目的とする範囲内において、JCCA が主宰する CAT 共同
利用システムの共同利用端末管理システムに登録されること並びに、
CAT 共同利用システムに加入するクレジットカード会社、端末メーカ
ー、売上票メーカー及び売上票一括保管センターに通知されることに
予め同意します。 

第１９条 （通知義務） 
甲は、次の各号に該当する場合には、1 ヵ月前までに、乙に書面によ
り通知しなければなりません。 
(1) 店舗改装等により、端末機の使用を一時中止又は一時取り外す

場合 
(2) 端末機の設置場所を移転又は変更する場合 
(3) 甲の業種又は取扱商品の変更がある場合 
(4) 加入電話契約者の変更及び電話回線（電話番号又は種別）の変更

がある場合 
第２０条 （禁止事項） 
甲は、次の各号に該当する行為を行ってはなりません。 
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(1) 端末機登録情報を他に漏らすこと 
(2) 端末機を甲以外の者に使用させること 
(3) 乙の提携会社以外のクレジットカード会社のために端末機を使

用すること 
(4) 端末機の占有を甲以外の者に移転すること 

第２１条 （端末機取り外し） 
1. 乙は、甲と乙又はカード会社との間において、次の各号のいずれ

かに該当する事由が生じた場合には、甲の承諾なしに、いつでも
端末機を取り外すことができます。 

(1) 甲が、端末規約に基づく義務の履行を怠り、又は端末規約に違反
した場合 

(2) 甲の信用状態に重大な変化が生じたと乙が認めた場合 
(3) 甲が端末機の接続されている加入電話を他に譲渡した場合 
(4) 甲と乙とのサービス契約が解除又は解約された場合 
(5) 甲とカード会社とのカード加盟店契約が解除又は解約された場

合 
(6) その他、乙又はカード会社が端末機の設置を不適当と認めた場

合 
2. 甲は 3 ヶ月前までに、その旨を文書で乙に申し出ることにより、

端末機を取り外すことができます。但し、取り外した端末機は必
ず乙に返却しなければなりません。 

第２２条 （商品コードの取扱い） 
甲は、端末機の表示画面に「ショウヒンコード」（これと同主旨の表
示を含みます）と表示された場合は、別に定める商品コード体系表に
より該当する商品コードを入力します。なお、商品が複数の場合は、
代表的な商品コードを入力します。 

第２３条 （損害賠償） 
甲は、端末機の使用に関して、もしくは端末機を第三者に使用させた
ことにより、乙又はカード会社に損害を与えた場合は、その賠償の責
を負います。 

第２４条 （規約の改定及び承認） 
1. 乙は、端末規約をいつでも改定することができます。 
2. 乙は、端末規約を改定する場合には、乙所定の方法により改定し

た新規約を甲に通知し、甲がその通知を受けた後において、端末
機を使用した場合には、甲は、新規約を承認したものとみなしま
す。 

第２５条 （端末規約の優先適用及び規約に定めのない事項） 
1. 端末機の設置、使用及び取り外しを行う場合は、すべて端末規約、

操作手順の定義に基づいて行います。 
2.端末規約に定めのない事項については、Bees R サービス加盟規約、

Bees R サービス加盟規約に付随して乙が定める諸規定及び、提携
会社が定める諸規定等に従います。 

第２６条 （協議事項） 
端末規約、本規約等に定めのない事項が生じた場合は、甲、乙、カー
ド会社間で協議の上、解決します。 

以上 
（令和３年 9 月改定） 
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【加盟店信用情報機関】 
本規約に定める加盟店信用情報機関は以下のとおりとする。 

 

名称 
日本クレジットカード協会 
加盟店信用情報センター（ＪＩＭ） 

社団法人日本クレジット協会 
加盟店情報交換センター（JDM） 

住所 
〒１０５－０００４ 
東京都港区新橋２－１２－１７ 新橋Ｉ－Ｎビル１階 

〒１０３－００１６ 
東京都中央区日本橋小網町１４－１ 住友生命日本橋小網町ビル 

電話 ０３－６７３８－６６２６ ０３－５６４３－００１１ 
共 同
利 用
の 範
囲 

日本クレジットカード協会加盟各社のうち日本クレジットカー
ド協会加盟店信用情報センターを利用している各社 
（参加会員は、下記のホームページに掲載しています。） 
http://www.jcca-office.gr.jp/ 

社団法人日本クレジット協会の会員であり、包括信用購入あっせん業
者、個別信用購入あっせん業者、立替払取次業者及びＪＤＭセンター
（参加会員は、下記のホームページに掲載しています。） 
http://www.j-credit.or.jp/ 

登 録
さ れ
る 情
報 

乙に届け出た加盟店の代表者の氏名・生年月日・住所等の個人
情報 
加盟店名称、所在地、電話番号、業種、取引情報等の加盟店取
引情報 
会員が加盟店情報を利用した日付 

1.包括信用購入あっせん取引又は個別信用購入あっせん取引におけ
る、当該加盟店等に係る苦情処理のために必要な調査の事実及び事由 
2.包括信用購入あっせん又は個別信用購入あっせんに係る業務に関
し利用者等の保護に欠ける行為をしたことを理由として包括信用購
入あっせん又は個別信用購入あっせんに係る契約を解除した事実及
び事由 
3.利用者等の保護に欠ける行為に該当した又は該当すると疑われる
もしくは該当するかどうか判断できないものに係る、ＪＤＭ会員・利
用者等に不当な損害を与える行為に関する客観的事実である情報 
4.利用者等（契約済みのものに限らない）からＪＤＭ会員に申出のあ
った内容及び当該内容のうち、利用者等の保護に欠ける行為であると
判断した情報及び当該行為と疑われる情報並びに当該行為が行われ
たかどうか判断することが困難な情報 
5.行政機関が公表した事実とその内容（特定商取引に関する法律等に
ついて違反し、公表された情報等）について、ＪＤＭセンターが収集
した情報 
6.上記の他利用者等の保護に欠ける行為に関する情報 
7.前記各号に係る当該加盟店の氏名、住所、電話番号及び生年月日（法
人の場合は、名称、住所、電話番号並びに代表者の氏名及び生年月日）。
ただし、上記④の情報のうち、当該行為が行われたかどうか判断する
ことが困難な情報については、氏名、住所、電話番号及び生年月日（法
人の場合は、代表者の氏名及び生年月日）を除く。 

登 録
さ れ
る 期
間 

上記機関の基準に準ずる 上記機関の基準に準ずる 

共 同
利 用
の 目
的 

上記共同利用の範囲に記載された会社による不正取引の排除・消費者保護のための加盟店入会審査、加盟店契約締結後の管理、その他
加盟店契約継続の判断の場合及び加盟店情報正確性維持のための開示・訂正・利用停止等 


